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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 
第46期 

第２四半期 
連結累計期間 

第47期 
第２四半期 
連結累計期間 

第46期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (百万円) 137,122 142,524 288,236 

経常利益 (百万円) 10,664 11,891 25,690 

四半期(当期)純利益 (百万円) 8,126 9,235 18,387 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,642 9,526 19,236 

純資産額 (百万円) 114,998 132,557 126,159 

総資産額 (百万円) 310,711 315,223 317,932 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 78.35 89.01 177.26 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 75.92 88.43 174.24 

自己資本比率 (％) 35.3 40.2 37.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 16,958 11,582 35,342 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,841 3,676 △26,045 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △25,801 △4,994 △33,739 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 72,718 69,275 59,004 
 

回次 
第46期 

第２四半期 
連結会計期間 

第47期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日

自  平成26年７月１日 
至  平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 48.43 59.97 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社の異動については、第１四半期連結会計期間より下記事業セグメントのITマネジメントにお

いて、ネットワークサービス事業を行っております住商情報データクラフト㈱に関して、持分法適用関連会社から連

結子会社となっております。 

 なお、各事業セグメントに係る主な連結子会社は、以下のとおりであります。 

  

（産業システム） 

 ㈱北海道ＣＳＫ、㈱福岡ＣＳＫ 

  

（金融システム） 

 ㈱ＪＩＥＣ 

  

（グローバルシステム） 

 Sumisho Computer Systems(USA), Inc.、SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、 

 住商信息系統(上海)有限公司、Sumisho Computer Systems(Asia Pacific)Pte.Ltd. 

  

（ソリューション） 

 ㈱ＣＳＫ Ｗｉｎテクノロジ 

  

（ビジネスサービス） 

 ㈱ＣＳＫサービスウェア、㈱ベリサーブ、㈱ＣＳＫプレッシェンド 

  

（ITマネジメント） 

 ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱、㈱ＣＳＫシステムマネジメント、 

 住商情報データクラフト㈱ 

  

（プラットフォームソリューション） 

 ㈱アライドエンジニアリング、㈱ＣＳＩソリューションズ 

  

（プリペイドカード） 

 ㈱クオカード 

  

（その他） 

 ＳＣＳソリューションズ㈱、㈱ＣＳＫニアショアシステムズ 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。 

  

(1)業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動等の影響から、

生産や個人消費において一部に弱い動きがみられるものの、大企業を中心とした設備投資の増加や雇用情勢の改善

等を背景に、緩やかな景気回復傾向が続いておりました。 

 日本経済の先行きにつきましては、米国金融緩和の終了を不安視する金融市場の混乱、欧州並びに新興国経済の

悪化・減速懸念等、景気失速の懸念材料はあるものの、各種経済対策による下支えや雇用・所得環境の改善等を背

景に、駆け込み需要の反動も次第に和らぎ、今後も景気の回復傾向が継続していくものと考えられております。  

  

このような経済情勢のもと、顧客企業はIT投資に対して、徐々にではあるものの積極姿勢に転じつつあり、IT投

資需要は総じて堅調に推移いたしました。 

業種別では、金融業においては、大手銀行における堅調なシステム開発需要や、証券業における制度変更対応等

のシステム更新需要等により、システム投資は概ね堅調に推移しました。 

 製造業においては、生産・販売活動の強化やグローバル化対応等、戦略的なIT投資の検討を進める顧客企業が増

加しており、現時点では一部に慎重な検討姿勢も見られるものの、今後はより幅広い製造業顧客においてIT投資の

本格化が進んでいくものと期待されます。 

また、新規のIT投資に加え既存のITインフラの再構築を検討する企業も増加しており、一層の業務効率化・生産

性向上を目的としたクラウド型ITインフラサービスの需要が、データセンターサービスの利用ニーズとともに拡大

しております。 

 ITサービス市場の今後につきましては、技術者の人材不足が業界全体の成長課題として認識されつつあるもの

の、金融機関や官公庁関連での大型のシステム開発需要、並びに、クラウドサービスの浸透やビッグデータ活用の

ニーズ拡大に伴う新システム投資需要等をけん引役として、日本企業のIT投資は全般的に拡大基調を続けるものと

期待されております。 

  

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は、製造業・金融業・通信業顧客を中心とするIT需要の高まりを背

景に前年同期比3.9％増の142,524百万円となりました。営業利益は、増収に伴う増益に加えて業務効率化に伴う利

益率向上等もあり、前年同期比13.9％増の11,141百万円となりました。経常利益及び四半期純利益は、営業増益等

により、各々前年同期比11.5％増の11,891百万円及び同13.7％増の9,235百万円となりました。 
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また、当第２四半期連結累計期間のセグメント別業績の概要は次のとおりとなっております。なお、売上高につ

いては外部顧客への売上高を表示しております。 

  

(産業システム) 

通信業や製造業他向け案件の拡大により、売上高は前年同期比7.3％増の35,936百万円、セグメント利益は前年

同期比22.9％増の2,641百万円となりました。 

  

(金融システム) 

銀行業・保険業における大型システム統合案件のピークアウトに伴う反動減があったものの、大手銀行や証

券、信販・リース業向け案件が堅調に推移したことにより、売上高は前年同期比0.1％増の26,701百万円、セグメ

ント利益は前年同期比7.2％増の2,594百万円となりました。 

  

(グローバルシステム) 

流通業向け大型システム開発案件の完了に伴う反動減の影響により、売上高は前年同期比5.6％減の6,132百万

円、セグメント利益は前年同期比27.5％減の746百万円となりました。 

  

(ソリューション) 

一部のERPソリューション事業の売上減少及び昨年度からの開発案件の反動減により、売上高は前年同期比

15.1％減の6,945百万円、また、一部案件の収益性低下もありセグメント利益は前年同期比41.0％減の437百万円

となりました。 

  

(ビジネスサービス) 

昨年度までの高収益大型案件の終了等があったものの、製品サポート業務での案件拡大等により、売上高は前

年同期比6.5％増の16,355百万円、セグメント利益は前年同期比39.3％増の951百万円となりました。 

  

(ITマネジメント) 

クラウドサービス及びデータセンターサービスを含む各種保守運用サービス案件が昨年度に引き続き堅調に推

移したことにより、売上高は前年同期比7.2％増の19,635百万円、セグメント利益は前年同期比38.7％増の2,208

百万円となりました。 

  

(プラットフォームソリューション) 

通信業向けIT機器販売や、セキュリティ分野での各種ITプロダクト販売の増加等により、売上高は前年同期比

7.0％増の28,664百万円、セグメント利益は前年同期比25.5％増の1,836百万円となりました。 

  

(プリペイドカード) 

プリペイドカードの発行・精算及び関連ビジネスが堅調に推移し、売上高は前年同期比20.8％増の1,773百万

円、セグメント利益は前年同期比126.2％増の210百万円となりました。 

  

(その他) 

売上高(保有施設の賃貸収入等)は、前年同期比3.3％減の380百万円、セグメント利益は前年同期比45.2％増の

134百万円となりました。 
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(2)財政状態の分析 

(資産) 

前連結会計年度末に比べ2,709百万円(0.9％)減少し、315,223百万円となりました。 

  

 (負債) 

前連結会計年度末に比べ9,106百万円(4.7％)減少し、182,666百万円となりました。 

  

(純資産) 

前連結会計年度末に比べ6,397百万円(5.1％)増加し、132,557百万円となりました。 

  

(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

10,270百万円増加し、69,275百万円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況とそれらの要因は次のとおり

であります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は11,582百万円(前年同期比5,376百万円減少)となりました。 

主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益11,211百万円、減価償却費3,332百万円、売上債権の減少による資金

の増加8,831百万円によるものであります。主な減少要因は、たな卸資産の増加による資金の減少1,219百万円、仕

入債務の減少による資金の減少4,292百万円によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、増加した資金は3,676百万円(前年同期比5,517百万円増加)となりました。 

主な増加要因は、預け金の払戻10,000百万円によるものであります。主な減少要因は、有形固定資産の取得5,090

百万円、無形固定資産の取得1,161百万円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、減少した資金は4,994百万円(前年同期比20,807百万円増加)となりました。 

主な減少要因は、長短借入金の返済による資金の減少(純額)2,000百万円、平成26年３月期期末配当金(１株当た

り20円)2,079百万円の支払によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は128百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在発行数には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月13日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 107,986,403 107,986,403 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株であり
ます。 

計 107,986,403 107,986,403 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年９月30日 ― 107,986,403 ― 21,152 ― 1,299 
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(6) 【大株主の状況】 

(注)  当社は、自己株式3,989千株(3.69％)を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

 

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 52,697 48.80 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,444 5.04 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,401 3.15 

ＳＣＳＫグループ従業員持株会 東京都江東区豊洲３丁目２番20号 2,755 2.55 

MORGAN STANLEY & CO. LLC 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレーMUFG証券株式会社） 

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036, 
U.S.A. 
（東京都千代田区大手町１丁目９番７号） 

1,188 1.10 

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY(常任代理人 香港上海
銀行東京支店 カストディ業務
部) 

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

1,073 0.99 

株式会社アルゴグラフィックス 東京都中央区日本橋箱崎町５番14号 1,015 0.94 

JPMC  OPPENHEIMER  JASDEC 
LENDING  ACCOUNT（常任代理人 
株式会社三菱東京UFJ銀行） 

6803  S.  TUCSON  WAY  CENTENNIAL,  CO 
80112, U.S.A. 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

977 0.91 

BBH FOR BBHTSIA NOMURA FUNDS  
IRELAND PLC/ JAPAN STRATEGIC  
VALUE FUND （常任代理人 株式
会社三菱東京UFJ銀行） 

33 SIR JOHN ROGERSON’S QUAY DUBLIN ２ 
IRELAND  
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

952 0.88 

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 674 0.62 

計 ― 70,180 64.99 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株、及び証券保管振替機構名義の株式86株が

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

   該当事項はありません。 

  

 

      平成26年９月30日現在 
 

区分 
株式数 
(株) 

議決権の数 
(個) 

内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 3,989,100 

完全議決権株式(その他)(注)
１ 

普通株式 102,789,700 1,027,897 ― 

単元未満株式(注)２ 普通株式 1,207,603 ― ― 

発行済株式総数 107,986,403 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,027,897 ― 
 

平成26年９月30日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ＳＣＳＫ株式会社 

東京都江東区豊洲 
３丁目２番20号 

3,989,100 ─ 3,989,100 3.69 

計 ― 3,989,100 ─ 3,989,100 3.69 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 19,156 27,016 

    受取手形及び売掛金 63,372 54,640 

    有価証券 1,101 1,000 

    営業投資有価証券 40,372 43,020 

    商品及び製品 2,459 4,216 

    仕掛品 1,757 1,238 

    原材料及び貯蔵品 28 27 

    預け金 58,864 52,102 

    その他 23,814 22,453 

    貸倒引当金 △30 △29 

    流動資産合計 210,896 205,688 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 25,194 24,338 

      土地 20,681 20,681 

      その他（純額） 11,311 15,396 

      有形固定資産合計 57,187 60,416 

    無形固定資産     

      のれん 251 210 

      その他 6,964 7,004 

      無形固定資産合計 7,216 7,215 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 8,313 8,349 

      その他 34,571 33,797 

      貸倒引当金 △252 △243 

      投資その他の資産合計 42,632 41,903 

    固定資産合計 107,036 109,535 

  資産合計 317,932 315,223 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 19,644 15,465 

    短期借入金 17,000 10,000 

    1年内返済予定の長期借入金 ― 10,000 

    未払法人税等 2,471 1,486 

    賞与引当金 7,492 6,841 

    役員賞与引当金 121 47 

    工事損失引当金 78 166 

    カード預り金 70,647 71,827 

    その他 28,069 26,612 

    流動負債合計 145,524 142,447 

  固定負債     

    社債 20,000 20,000 

    長期借入金 20,000 15,000 

    役員退職慰労引当金 29 24 

    退職給付に係る負債 192 180 

    資産除去債務 1,508 1,583 

    その他 4,517 3,431 

    固定負債合計 46,248 40,219 

  負債合計 191,773 182,666 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 21,152 21,152 

    資本剰余金 3,061 3,059 

    利益剰余金 101,176 107,368 

    自己株式 △8,510 △8,494 

    株主資本合計 116,880 123,087 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1,129 1,268 

    繰延ヘッジ損益 △0 58 

    為替換算調整勘定 △57 △24 

    退職給付に係る調整累計額 2,537 2,428 

    その他の包括利益累計額合計 3,608 3,730 

  新株予約権 135 128 

  少数株主持分 5,535 5,611 

  純資産合計 126,159 132,557 

負債純資産合計 317,932 315,223 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 137,122 142,524 

売上原価 105,178 109,080 

売上総利益 31,944 33,443 

販売費及び一般管理費 ※  22,157 ※  22,301 

営業利益 9,786 11,141 

営業外収益     

  受取利息 123 54 

  受取配当金 29 32 

  持分法による投資利益 151 176 

  投資有価証券売却益 289 0 

  カード退蔵益 516 628 

  その他 299 164 

  営業外収益合計 1,411 1,057 

営業外費用     

  支払利息 188 116 

  退職給付費用 130 130 

  その他 213 60 

  営業外費用合計 532 307 

経常利益 10,664 11,891 

特別利益     

  固定資産売却益 3 2 

  関係会社株式売却益 0 － 

  会員権売却益 12 － 

  新株予約権戻入益 － 3 

  特別利益合計 16 5 

特別損失     

  固定資産除却損 29 163 

  固定資産売却損 2 0 

  関係会社株式評価損 348 － 

  事業撤退損失 377 － 

  移転関連費用 372 － 

  和解損失 － 409 

  支払補償金 － 111 

  特別損失合計 1,130 685 

税金等調整前四半期純利益 9,550 11,211 

法人税、住民税及び事業税 1,143 1,136 

法人税等調整額 177 657 

法人税等合計 1,321 1,794 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,229 9,417 

少数株主利益 103 181 

四半期純利益 8,126 9,235 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,229 9,417 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 202 137 

  繰延ヘッジ損益 8 58 

  為替換算調整勘定 183 34 

  退職給付に係る調整額 ─ △121 

  持分変動差額 5 ─ 

  持分法適用会社に対する持分相当額 12 0 

  その他の包括利益合計 413 108 

四半期包括利益 8,642 9,526 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 8,533 9,356 

  少数株主に係る四半期包括利益 109 169 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 9,550 11,211 

  減価償却費 3,420 3,332 

  のれん償却額 50 46 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △111 △10 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △678 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 28 

  前払年金費用の増減額（△は増加） 530 － 

  退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △553 

  固定資産除却損 29 163 

  固定資産売却損益（△は益） △0 △2 

  投資有価証券評価損益（△は益） 67 － 

  投資有価証券売却損益（△は益） △289 △0 

  関係会社株式評価損 348 － 

  関係会社株式売却損益（△は益） △0 － 

  持分法による投資損益（△は益） △151 △176 

  受取利息及び受取配当金 △153 △87 

  支払利息及び社債利息 188 116 

  投資事業組合運用損益（△は益） △109 △50 

  営業投資有価証券の増減額（△は増加） △2,339 △2,686 

  売上債権の増減額（△は増加） 10,219 8,831 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △3,082 △1,219 

  仕入債務の増減額（△は減少） △2,241 △4,292 

  カード預り金の増減額(△は減少) 1,264 1,180 

  役員賞与の支払額 △123 △139 

  その他 732 △1,770 

  小計 17,120 13,923 

  利息及び配当金の受取額 309 165 

  利息の支払額 △190 △116 

  支払補償金の支払額 － △296 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △280 △2,093 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 16,958 11,582 
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                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  預け金の預入による支出 － △325 

  預け金の払戻による収入 － 10,000 

  有価証券の取得による支出 △1,999 △1,600 

  有価証券の売却及び償還による収入 1,728 1,400 

  有形固定資産の取得による支出 △1,679 △5,090 

  有形固定資産の売却による収入 6 9 

  無形固定資産の取得による支出 △756 △1,161 

  投資有価証券の取得による支出 △140 △2 

  投資有価証券の売却及び償還による収入 825 0 

  
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入 

－ 421 

  短期貸付金の回収による収入 1 2 

  投資事業組合出資金の払戻による収入 431 136 

  敷金及び保証金の差入による支出 △423 △173 

  敷金及び保証金の回収による収入 98 185 

  資産除去債務の履行による支出 △14 － 

  その他 81 △127 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,841 3,676 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入れによる収入 17,000 7,500 

  短期借入金の返済による支出 － △14,500 

  長期借入れによる収入 － 5,000 

  長期借入金の返済による支出 △5,000 － 

  社債の償還による支出 △35,000 － 

  リース債務の返済による支出 △937 △813 

  自己株式の取得による支出 △10 △7 

  自己株式の売却による収入 75 17 

  配当金の支払額 △1,870 △2,079 

  少数株主への配当金の支払額 △58 △111 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △25,801 △4,994 

現金及び現金同等物に係る換算差額 154 6 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,529 10,270 

現金及び現金同等物の期首残高 83,247 59,004 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  72,718 ※  69,275 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

前連結会計年度において持分法適用の関連会社でありました住商情報データクラフト㈱について、平成26年５月

１日付で株式を追加取得したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

  

(会計方針の変更等) 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適

用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を単一割引率から複数の割引率(イールドカーブ)

へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が1,680百万円減少し、利益剰余金が964百万

円減少しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。  

  

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 
  

  

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

給与及び賞与 8,336百万円 8,708百万円 

退職給付費用 752 〃 506 〃 

福利厚生費 1,937 〃 2,112 〃 

設備賃借料 1,724 〃 1,723 〃 

減価償却費 852 〃 784 〃 

業務委託費 1,065 〃 1,213 〃 

租税課金 951 〃 962 〃 

賞与引当金繰入額 1,971 〃 1,932 〃 

役員賞与引当金繰入額 38 〃 47 〃 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

現金及び預金 19,176百万円 27,016百万円 

有価証券 1,500  〃 1,000  〃 

預け金 54,542  〃 52,102  〃 

    計 75,218  〃 80,120  〃 

預入期間が３ヶ月を超える預け金 ―  〃 △8,328  〃 

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金又は担保差入の定期預金 

△1,400  〃 △1,616  〃 

償還期間が３ヶ月を超える公社債
投資信託及び国債など 

△1,099  〃 △900  〃 

現金及び現金同等物 72,718  〃 69,275  〃 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年４月26日 
取締役会 

普通株式 1,870 18.00 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年10月31日
取締役会 

普通株式 2,079 20.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年４月30日 
取締役会 

普通株式 2,079 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月５日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年10月31日
取締役会 

普通株式 2,599 25.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金 
 

― 18 ―



(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注) １ セグメント利益の調整額△476百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。 

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 

              (単位：百万円) 

  

産業システム 金融システム 
グローバル 

システム 
ソリューション

ビジネス 

サービス 

IT 

マネジメント 

プラット 

フォーム 

ソリューション 

プリペイド 

カード 

売上高                 

(1) 外部顧客への 

    売上高 
33,478 26,664 6,494 8,182 15,351 18,308 26,780 1,467 

(2) セグメント間の 

    内部売上高 

    又は振替高 
873 173 1,268 818 770 4,429 2,807 48 

計 34,351 26,837 7,762 9,001 16,122 22,738 29,588 1,516 

セグメント利益 2,148 2,419 1,028 741 683 1,592 1,463 93 
 

        

  

その他 合計 
調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 

売上高 
        

(1) 外部顧客への 

    売上高 
393 137,122 ― 137,122 

(2) セグメント間の 

    内部売上高 

    又は振替高 
1,331 12,520 △12,520 ― 

計 1,725 149,643 △12,520 137,122 

セグメント利益 92 10,263 △476 9,786 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注) １ セグメント利益の調整額△620百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。 

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 

              (単位：百万円) 

  

産業システム 金融システム 
グローバル 

システム 
ソリューション

ビジネス 

サービス 

IT 

マネジメント 

プラット 

フォーム 

ソリューション 

プリペイド 

カード 

売上高                 

(1) 外部顧客への 

    売上高 
35,936 26,701 6,132 6,945 16,355 19,635 28,664 1,773 

(2) セグメント間の 

    内部売上高 

    又は振替高 
606 291 2,292 1,089 2,046 5,813 4,125 0 

計 36,542 26,992 8,424 8,035 18,401 25,448 32,789 1,773 

セグメント利益 2,641 2,594 746 437 951 2,208 1,836 210 
 

        

  

その他 合計 
調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 

売上高 
        

(1) 外部顧客への 

    売上高 
380 142,524 ― 142,524 

(2) セグメント間の 

    内部売上高 

    又は振替高 
1,329 17,594 △17,594 ― 

計 1,710 160,118 △17,594 142,524 

セグメント利益 134 11,762 △620 11,141 
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(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第15条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

 

項目 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 78円35銭 89円01銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益金額(百万円) 8,126 9,235 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 8,126 9,235 

    普通株式の期中平均株式数(株) 103,719,042 103,760,352 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 75円92銭 88円43銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益調整額(百万円) △16 △51 

     (うち支払利息(税額相当額控除後))(百万円) (29) ( ─ ) 

   (うち持分法適用関連会社が発行した新株予約権
に係る持分変動差額)(百万円) 

(△45) (△51) 

    普通株式増加数(株) 3,093,553 98,899 

     (うち新株予約権)(株) (111,531) (98,899) 

     (うち第１回新株予約権付社債)(株) (2,982,022) ( ─ ) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要 

― ― 
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２ 【その他】 

平成26年10月31日開催の取締役会において、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

①  配当金の総額                                2,599百万円 

②  １株当たりの金額                               25円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月１日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年11月12日

ＳＣＳＫ株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＣＳＫ株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＣＳＫ株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    森         俊    哉    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    杉    崎    友    泰    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    米  山    英  樹    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年11月13日 

【会社名】 ＳＣＳＫ株式会社 

【英訳名】 ＳＣＳＫ Ｃorporation  

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ 中 井 戸 信 英  

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 東京都江東区豊洲３丁目２番20号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役会長 兼 ＣＥＯ 中井戸信英は、当社の第47期第２四半期(自 平成26年７月１日 至 平成26年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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